（様式１）
令和　　年　　月　　日　

　岩手県知事　達増　拓也　様
住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　

代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　㊞　

言語としての手話を使用しやすい環境の整備に関する条例普及啓発業務
参加資格確認申請書

標記業務に係る企画提案参加資格について確認されたく、関係書類を添えて下記のとおり申請します。

記

「企画提案実施要領」の「２　参加者の資格要件等」に定める次の内容について、虚偽がないことを宣誓します。

１　県内に事務所又は事業所を有する法人又は団体であること。 
２　本件委託予定事業に類似する障がい者の支援に係る事業実績があり、障がい及び障がい者を正し
く理解し、適切なサービスが提供できると認められる法人又は団体であること。
３　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。
４　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこと（更生手続又は再生手続開始の決定を受けた者を除く。）。
５　破産法（平成16年法律第75号）に基づき破産手続開始の申立てをしている者又は破産手続開始の申立てがなされている者でないこと。
６　最近１年間の法人税、事業税、消費税及び地方消費税を滞納していない者であること。
７　代表者、役員（執行役員を含む。）、支店又は営業所を代表する者等、経営に関与する者が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団、暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有している者でないこと。なお、県は、上記を警察に照会する場合がある。
８　参加要件確認申請書類の提出の日から委託候補者を選定するまでの期間に、県から一般委託契約に係る入札参加制限等措置基準（平成23年10月５日出第116号）に基づく入札参加制限又は文書警告に伴う入札に参加できない措置を受けていない者であること。
９　参加要件確認申請書類の提出の日から委託候補者を選定するまでの期間に、県から県営建設工事に係る指名停止等措置基準（平成７年２月９日建振第281号）、建設関連業務に係る指名停止等措置基準（平成18年６月６日建技第141号）、物品購入等に係る指名停止等措置基準（平成12年３月30日出総第24号）などに基づく指名停止又は文書警告に伴う非指名を受けていない者であること。
10　単独で企画提案した参加者は、共同提案の構成員となることはできないこと。
（様式２）

組織等に関する調書

住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　
担当者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　
	名称
	

	代表者職・氏名
	

	設立年月
	　　　　　　　年　　　月（活動歴　　　年　　　ヶ月）

※　特定非営利活動法人の場合、法人格取得前の活動歴を含みます。

	専従職員の有無
	　有〔　　　　　〕名（うち有給　　　名・無給　　　名）　・　無

　会員数〔　　　　　〕名

	事務所所在地
	　〒

　
電話　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ　　　　　　　　　　　　　　　

	直近の事業年度の決算額
	　　　　　　　　　　　　　　　　円

	活動目的
	

	現在の活動内容
及び業務内容
	

	県の委託事業への応募制限
	（契約不履行等の不祥事の発生により、県から委託契約に係る応募制限を受けた場合は、その期間を記入すること。）

　有（応募制限期間：　　年　　月　　日～　　年　　月　　日）　・　無

	類似事業等の
事業実績
	（過去に本事業に類似した経歴等や県等からの受託事業の実績がある場合、事業実績年、事業名、事業概要を記入してください。）




※１　定款等法人（団体）の概要（名称、代表者職・氏名、設立年月日、所在地、財務状況、事業内容、事業計画、職員の状況、役員の状況等）が確認できる書類を添付すること。

※２　直近の法人（団体）収支予算書、収支決算書等を添付すること。

（様式３）

事業等に関する調書（その他の受託事業及び補助事業の状況）

商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　
	事業名
	委託者等
	委託等の期間
	事業内容
	事業費
	従事人数

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


※１　行政等からの受託事業及び補助事業（完了済みのものを含む）を記載すること。

※２　応募時点で、応募予定の他の委託事業及び補助事業がある場合は、「事業名（見込）」として記載すること。

※３　完了済みの事業については、事業実績報告書等を添付すること。

　

（様式４）
言語としての手話を使用しやすい環境の整備に関する条例普及啓発業務
企画提案書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　㊞
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（連絡先）
担当者氏名

電話

ＦＡＸ
E-mail
１　事業の趣旨
· 業務仕様書に基づき、提案する事業の趣旨、目指す姿等を記載すること。

２　内容及び実施計画について

· 提案する普及啓発事業の内容、スケジュール等を具体的に記載すること。

３　関係団体・機関との連携について

· 事業実施に当たり連携・協力を得る関係団体・機関があれば記載すること。

４　業務運営体制について

　　※　事業実施に係る人員・組織（様式５）や業務実績等を記載すること。

５　その他

　　※　特にアピールしたいこと等を記載してください。

（様式５）

事業に関わるスタッフ一覧表

	氏名
	資格
	経歴等
	担当する業務（兼務する業務）

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


※１　主要なスタッフ以外で、今後採用を予定している場合は、氏名欄に採用方法及び時期を記載すること。

　※２　担当業務で本委託業務以外に兼務する業務がある場合は、その内容を括弧書で記載すること。

（様式６）
企画提案参加辞退届
令和　　年　　月　　日　
岩手県知事　達増　拓也　様

「言語としての手話を使用しやすい環境の整備に関する条例普及啓発業務」に係る企画提案について、参加資格確認申請書類を提出しましたが、都合により参加を辞退します。
住所

商号又は名称

代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　㊞
